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はじめに 
 中部・愛知への航空機産業の集積。国内の主要航空機メーカーである三菱重工業、川崎
重工業、富士重工業の組立工場が立地し、そして三菱重工業管下の三菱航空機において、
ＭＲＪの開発・製造がおこなわれている。２００８年に事業化が決定し、２０１５に第１
号機が愛知県営名古屋空港で初飛行したＭＲＪの開発は、日本の伝説的な航空機製造に関
する職人技・熟練技術を結集したものであった〔MRJ―ｔｈｅ ｏｕｔｃｏｍｅ ｏｆ  
Ｊａｐａｎ´ｓ ｌｅｇｅｎｄａｒｙ ｃｒａｆｔｓｍａｎｓｈｉｐ〕（三菱航空機株式会
社・会社案内・２０１４年）。 
 
 
（三菱重工業株式会社、http://www.flythemrj.com/j/media/ ２０１６年、掲載許可済） 
 
戦前の中部・名古屋は、航空機産業の全国的な中心地であった。 
「名古屋を中心とする中部地区はかつて愛知、川崎、中島、三菱等の四大航空機メー
カーが集結して全国の七割を生産し、これに関連して材料工業、部品工業、下請工業
等多くの関連産業が発達し、わが国航空機工業の最大の中心地をなしておったのであ
ります…当地区産業、就中機械金属工業は航空工業中心の発展過程を経たもので[ある]
…」（名古屋商工会議所・中部航空工業懇談会「名古屋大学航空学科復活等に関する要
望書 写」『昭和３４年度 雑件綴』名古屋市市政資料館所蔵）。 
 
 
１、都市・名古屋の発展史―商工都市から軍需工業都市へ― 
城下町から近代都市へと変化した名古屋。 
大正期には「名古屋…東西両京の中間にある大都会である。商業振に新鋭の覇気があっ
て」「名古屋は確かに未来のある都会」として、「商業都市」として見られていた（『日本巡
遊 汽車の旅』全国名所案内社、１９２０年)。 
名古屋は都市計画を強力に推進することで、昭和初期には、「商工都市とはいうものの事
実は一大工業地であって」「名古屋は工業都市」（『名古屋』名古屋市役所、昭和２年）とい
う評価に至る。 
昭和恐慌、満州事変以降、都市・名古屋については、「本邦第三の大都会名古屋市」「躍
進青年都市名古屋」として、工業の発展によるものとしている（『旅窓に学ぶ 東日本編』
ダイヤモンド社、１９３６年）。日中戦争以降、名古屋は「軍需工業地帯として今次事変の
発生以来更に重視され本邦有数の重要地域を占めると共に繊維工業地帯としても冠絶し近
時飛躍的な発展を示して」いるとしている（『産業之日本 大名古屋案内 昭和十五年度版』
産業之日本社、１９４０年）。軍需工業地帯であり繊維工業地帯でもあるという一時代を経
て、対米英との開戦以降、名古屋は、「重工業、特に軍需工業の拡張過程によって全く相貌
を一変して工業都市」と規定されるに至る（『産業之日本 大名古屋案内 昭和十七年度版』
名古屋経済研究所、１９４２年）。あげて、軍需工業、なによりも航空機工業に偏重した工
業都市、軍需工業都市・名古屋となるのであった(『新修 名古屋市史資料編近代３』)。「発
展素晴らしき名古屋の偉観」(『産業之日本 大名古屋案内 昭和１５年版』)は、以下。 
 「大名古屋美観 躍進大中京の息吹くところ広小路通の盛観」 
 
(絵はがき『名古屋』名古屋市市政資料館所蔵)。 
２、紡織工業中心の名古屋市工業 
 明治の工業化、産業革命の進展の結果、明治末の名古屋市工業においては、紡織工業が
主となる。名古屋に特有な陶磁器なども上位を占める。  
「名古屋商品の製産と販路」（明治４３年分、愛知県統計）上位１０品目 
織物    ２５、３６０、４３０円 
紡績綿糸  １６、１５３、７３６ 
蚕糸    １４、８２９、３６６ 
酒類     ６、６４２、９０８ 
陶磁器    ５、３３１、２６２ 
醤油溜    ３、２９４、７３４ 
染物     ２、３２３、６１２ 
セメント   １、６１４、５２８ 
菓子     １、６０７、０２６ 
建具     １、４２２、４３６ 
（『愛知県商品陳列館報告』第１７号、１９１２年８月１２日）。 
 
帝国撚糸織物株式会社機織場(明治２９年の創設で、金城村に立地し、職工３３０名) 
 
（『愛知県写真帖』第１０回関西府県聯合愛知県共進会協賛会、１９１０年）。 
３、昭和初期の名古屋市主要生産品 
 昭和初期の名古屋市の主要生産品は、織物、綿糸が圧倒的であり、諸機械も上位品目に
登場し、第一次大戦以降の重工業化が名古屋でも進展したことが窺われる。 
上位１０品目（昭和４年中の工産額） 
織物類      ９８、４７３、３５８円 
綿糸       ４７、６６３、５３１ 
製粉       １９、８２７、５１１ 
煙草       １６、３１８、２８６ 
陶磁器      １５、８５１、３４７ 
毛糸       １４、２３１、９１４ 
染物染糸      ８、０５３、１３２ 
莫大小       ８、０４７、５６０ 
製函        ７、８８６、９９５ 
諸機械       ７、５００、６８０ 
（『名古屋工業の現勢 昭和七年四月』名古屋商工会議所）。 
日清紡績・名古屋工場（南区豊田町に立地、昭和７年現在の職工数は１、６２８人） 
 
（『ＣＩＴＹ ＯＦ ＮＡＧＯＹＡ ＡＮＤ ＩＴＳ ＥＮＶＩＲＯＮＳ』名古屋市役所、
１９２７年）。 
４、１、軍需品・輸出雑貨生産の都市へ 
名古屋は、満州事変・金輸出再禁止を契機として「軍需品並びに輸出雑貨生産の都市」
となる（『愛知の貿易』昭和１２年４月号）。 
名古屋市において、軍需工業に従事する人員は３万４千人以上に上り、その家族を含め
た人口は約１割を占めた。 
「軍需工業に従事する人員を調べてみると、各会社及び熱田の陸軍工廠、千種機器製
作所を合わすと３万４千４百名にして、其の家族平均３名とすると１０万４千４百名、
名古屋市人口の約１割（青木鎌太郎）」（『名古屋商工会議所月報』１９３５年８月）。 
名古屋市主要工場分布図（１９３５年頃） 
 
(『第２１回 名古屋市勧業要覧 昭和１１年版』名古屋市産業部庶務課、１９３６年)。 
４、２、名古屋市主要工場・従業員別ランク（１９３５年） 
１９３５年の名古屋の主要工場の従業員数からみると、上位のほとんどは紡織工業の工
場がしめているが、トップは航空機製造の三菱重工業・名古屋航空機製作所と愛知時計電
機、そして、鉄道車輛製造の日本車輛製造という機械工業の工場となっている。       
 
名古屋市主要工場・従業員数別ランク（１９３５年末現在） 
 会社工場名          住所           製造品  従業員数（人） 
三菱重工業・名古屋航空機製作所南区大江町         飛行機   ５、６５８ 
愛知時計電機・工場      南区千年町船方       飛行機   ４、５３２ 
日本車輛製造         南区熱田東町梅ノ木     車輛    ３、００６  
服部商店熱田工場       南区東町東起１８      綿糸    ２、４６４ 
日本陶器           西区則武町         陶磁器   １、８０８ 
日本毛織・名古屋工場     中区岩塚町一軒立切３５   毛糸    １、７６３ 
豊田紡織・南工場       中区米野町頼ケ島２９ノ１  金巾    １、７３８ 
日清紡績・名古屋工場     南区豊田町道徳西ノ割２９２３綿布    １、６５０ 
陸軍造兵廠名古屋工廠・熱田兵器製造所                 １，６０１ 
近藤紡績所          南区呼続町窯５       綿糸布   １、５０７ 
愛知織物・千種工場      東区千種町高見３５     綿糸綿布  １、４６１ 
東京モスリン紡織・名古屋工場 東区下飯田町１０００    毛糸    １、３２４ 
帝国撚糸           西区上名古屋町       絹織物   １、１６７ 
名古屋紡績・名古屋工場    南区八熊町上新谷２３８８  綿糸    １、０３７ 
 
以下、名古屋市主要工場分布図に記載の会社工場、従業員数、１００人以上を掲出する。 
 
陸軍造兵廠名古屋工廠千種製造所                      不明                            
東洋紡績・大曽根工場     東区上飯田１０００     絹紡糸     ９４８ 
名古屋製陶所弦月工場     東区千種町弦月       洋食器     ８１７ 
内外紡績           南区瑞穂町五反田８８    綿布      ７３７ 
原名古屋製糸場        西区田幡町         生糸      ５４０ 
豊田押切紡織         西区葭原町４丁目１     綿布      ５６３ 
浅井製材           南区千年町裏畑       箱類      ４５０ 
大同電気製鋼所築地工場    南区東築地５号地３１３２３３鋼       ３７８ 
三菱電機・名古屋製作所    東区矢田町１８丁目     電動機     ３７７ 
大同電気製鋼所熱田工場    南区熱田東町丸山      鋼       ３６６ 
岡本工業           中区東郊通り７丁目     自転車     ３４５ 
豊田織布菊井工場       西区西藪下町１ノ９     綿布      ３３６ 
大阪機械製作所名古屋工場   南区豊田町羽城裏９５ノ１  諸機械     ３２２ 
白川製陶           東区矢田町         硬質陶器    ３０４ 
共和綿布           南区熱田西町        綿布      ２５２ 
名古屋市電気局西町工場    南区熱田新田東組      電車      １９５ 
日本ミシン製造        南区瑞穂町         ミシン     １９４ 
矢作工業・名古屋工場     南区昭和町         人造肥料    １９４ 
山岸製材・尾頭工場      南区西古渡町柳田      製材      １８９ 
ジャイアントナカノモータース 南区熱田前新田       自動車     １８６ 
御幸毛織・庄内工場      西春日井郡山田村大字小田井 毛糸      １７９ 
高岳製作所          東区高岳町２丁目      諸機械     １７６ 
三共製菓           西区桜木町４丁目      ビスケットゼリー１７２ 
亜細亜製靴          南区豆田町         靴       １７０ 
小野田セメント・愛知支社   南区熱田東町        セメント    １６６ 
松村硬質陶器         東区千種町北畑       陶器      １６８ 
大日本麦酒・名古屋工場    東区高松町１丁目      ビール     １６３ 
愛知時計           南区堀田通り        時計      １６０ 
名古屋製陶所山田工場     東区山田町５丁目      便器      １５０ 
三面織布工場         中区広路町北西場１８    綿布      １５０ 
山梅自転車製作所       中区清船町２丁目      フレーム    １４８ 
合名会社平野製作所      西区則武町野畑       力織機     １４７ 
東邦瓦斯・名古屋製造所    中区御器所町高縄手     瓦斯      １４３ 
東海電極製造・名古屋工場   中区堀江町８丁目      電極      １４３ 
金城鑿岩機製造        南区豊田町ホノ割９１０   鑿岩機     １３６ 
河本製機所          東区布池町         原軸      １３０ 
堀尾染布工業場        東区杉村町道下２５５４   染色整理    １２４ 
明治時計製造合資会社     南区明治町         時計      １２４ 
大隈鉄工所大曽根工場     東区東大曽根町       諸機械     １１８ 
合名会社池山商店製菓部    西区西菊井町        ビスケットゼリー１１３ 
丸八ポンプ製作所       南区玉船町４        ポンプ     １０８ 
名古屋明礬製造合資会社    南区築地町５５       明礬      １０２ 
高野時計製造所        中区三田町         時計      １００  
（『愛知県商工要覧 昭和１２年３月』愛知県経済部商工課、１９３７年、名古屋陸軍造兵
廠記念碑建立委員会『碑の建立と思い出』１９８０年）。 
※陸軍造兵廠名古屋工廠・千種兵器製造所の従業員数は不明。  
 
 
４、３、愛知・名古屋の企業者活動 
 名古屋には、三菱重工業や三菱電機のような進出企業も多く立地しているが、管内では
豊田系の企業が有力な位置を占めるようになり、愛知時計電機もその位置を高める。 
愛知・名古屋の企業者所得ランキング（１９３５年度） 
○名古屋税務署管内昭和１０年度の個人所得・事業収益・乙種資本利子・臨時利得四
税のランク表○ 
５８万円     豊田利三郎(豊田紡織株式会社常務取締役) 
５７万円     伊藤次郎左衛門(株式会社松坂屋取締役社長・株式会社名古屋製 
陶所取締役社長) 
５４万円     豊田喜一郎(豊田紡織株式会社取締役) 
２０万円以上   瀧 信四郎(株式会社瀧兵商店取締役社長) 
岡谷惣助(岡谷合資会社代表社員) 
１０万円以上   豊田佐助(豊田紡織株式会社取締役社長・菊井紡織株式会社専務 
取締役)、荒川長太郎(荒川長太郎合名会社代表社員)、広瀬実光(日
本陶器株式会社取締役社長)、後藤安太郎(後藤商事株式会社取締
役社長・名古屋米穀取引所理事長)、加藤勝太郎(株式会社加藤商
会取締役社長)、神野金之助(神野同族株式会社取締役社長・三河
水力電気株式会、社取締役社長)、青木鎌太郎(愛知時計電機株式
会社取締役社長)(『名古屋新聞』１９３５年６月２５日)。 
 
豊田紡織・事務所・本社工場、そして社是 
     
（絵はがき『豊田紡織株式会社』愛知県公文書館所蔵）。 
４、４、 名古屋産品・輸出雑貨 
 １９３５年頃の名古屋産品と輸出雑貨は、陶磁器製品を筆頭としていた。 
           名古屋市特産品(単位、千円)  主要生産者 
     陶磁器 １７，７０７千円 日本陶器・名古屋製陶・佐治タイル 
     菓子   ９，４３２   東海製菓名古屋工場・三共製菓・松岡商店・ 
奥村商店・高木商店 
       鼻緒   ５，６４１   服部商事・高木・太田商店・名倉商店 
       時計   １，５２１   尾張時計・名古屋商事・高野時計製造所・愛 
知時計電機 
       一閑張  １，５０５   黒田忠譲・名古屋碍質紙器・万茂商店 
     扇子   １，３３５   扇由商店・平松孫七・加納襲賢・中村源蔵 
     提灯     ７００   中善・中村・堀田商店 
(『名古屋駅貨物要覧』１９３５年４月)。 
名古屋市産業の主なるものは工業で、「殊に中小企業家の数多きことを特色とする」。『愛
知の貿易』（１９３７年１０月号）によれば、中小経営が圧倒的であり、４人以下の工場が
７７．７％を占め、３０人未満工場については、都市雑工業が含まれる産業分類「その他
の工業」では、７８．８％で、製材木工業や食料品工業が５５％強となっている。 
愛知時計電機の主要製品の掛時計・置時計  
   
(絵はがき『愛知時計電機』)。 
以下の著名な輸出雑貨・大正琴は、「日本考案楽器聲光社の製造にかかる」ものであった。 
 
 
（名古屋輸出楽器玩具工業組合『定款並諸規程 昭和９年４月改訂』、名古屋大学大学院経
済学研究科附属国際経済政策研究センター所蔵）。 
５、１、名古屋市工業構成の変化―航空機工業中心へ― 
 
名古屋市工業の航空機工業中心への歩み 
 １９３７年７月１３日、盧溝橋事件おこり、同年８月１３日、上海において日中両軍衝
突し、戦火華中に拡大する中、同年８月１日、海軍の陸上攻撃機の増産のための第一回増
産会議が三菱重工業名古屋航空機製作所において開催され、中島飛行機、愛知時計電機、
川西航空機の三機体製作会社と多数の材料会社が招集される。名古屋の三菱重工業名古屋
航空機製作所が航空機生産の全国的な拠点となり、名古屋は「帝国枢要の地」であること
が明らかとなる。 
 
    「‥昭和１２年‥八月一日海軍作戦計画上ノ要求トシテ九六式陸上攻撃機ノ大増
産ヲ命ゼラル海軍ハ中島、愛知、川西三機体製作会社及多数ノ材料会社ヲ当所ニ
召集シ第一回増産会議ヲ行フ‥」(三菱重工業名古屋航空機製作所『当所沿革年表』 
１９４０年、『愛知県史資料編３０ 工業２』２００８年、に収録)。 
 
海軍九六式陸上攻撃機以降の国産化機種 
 
（『三菱重工 №.６ 航空機特集』）。 
５、２、名古屋における航空機産業の歩み 
５、２、１、域内の航空機生産の先駆けー陸軍工廠 
 １９０４年、東京砲兵工廠熱田兵器製造所が設立され、１９１６年、大阪砲兵工廠名古
屋兵器製造所が設置される。１９１７年末に飛行機製造を開始していた熱田兵器製造所の
事業拡張として、新たに発動機製造専用として千種機器製造所が設立される。 
   「千種機器製造所ハ航空用発動機ノ製造ヲ目的トシテ大正７年工ヲ起シ同９年作業
ヲ開始セリ」(「名古屋工廠現況」『陸軍造兵廠歴史』昭和２年度、『愛知県史 資料
編３０ 工業２』２００８年、に収録)。 
 その背景には、１９１８年からのフォール大佐を長とするフランス航空団による技術伝 
習の実施があり、フォール航空団による伝習は、航空機製作の分野では「機体製作班」は 
所沢で、「発動機製作班」は、熱田兵器製造所で行われた。機体製作班は「サルムソン機体」 
を製作し、１９２０年１０月に第一号機を完成した。発動機班は東京及び大阪の両砲兵工 
廠に派遣された「将校、技師、技手及び雇員」によって「サルムソン式二三〇馬力発動機 
の運転試験」を１９２０年２月に実施する（防衛庁防衛研修所戦史室『陸軍航空兵器の開 
発・生産・補給』朝雲新聞社、１９７５年）。以上の結果、「所沢には機体の製作所が、熱 
田にはエンジンの製作所」がつくられ「これら２工場で１日あたり機体１.５台、エンジン 
１台が生産」されるようになったという（クリスチャン・ポラック・在日フランス商工会 
議所『絹と光 日仏交流の黄金期』アシェット婦人画報社、２００１年）。 
１９１９年の陸軍航空部の設立とともに陸軍内の製造体制は「東京砲兵工廠熱田兵器製
造所（機体）及び東京砲兵工廠千種機器製造所（発動機）」において本格化する（防衛庁防
衛研修所戦史室『陸軍航空兵器の開発・生産・補給』)。いずれも名古屋の地であった。 
熱田兵器製造所では、１９１８年に「ルノー発動機及びモ[モーリスファルマン]式四型飛
行機機体」の製造に着手し、「ルノー発動機（７０馬力）」は１９１８年より１９２０年ま
で４５基、「モ式飛行機」は１９１８年より１９２１年までに９９基を製造した（『碑の建
立と思い出』名古屋陸軍造兵廠記念碑建立委員会、１９８０年）。熱田兵器製造所では、１
９１９年９月には、「飛行機機製造の専修員を所沢陸軍航空本部補給部内仏国飛行団飛行機
機体専修班に遣わし、実地製造を研究せしめ、次に来たるべき飛行機の製造に備えた」こ
とで、１９２１年４月には、サルムソン社から陸軍が機体とエンジンの製作権を購入し、
制式機とした乙式一型偵察機(木村秀政・田中祥一『日本の名機１００選』文春文庫、１９
９７年)の「サ〔サルムソン〕式飛行機機体」の製造に着手し、１９２８年までに３４０機
の機体を製造した（『碑の建立と思い出』名古屋陸軍造兵廠記念碑建立委員会、１９８０年）。
１９２０年１１月に完成した千種機器製造所は、フランスの「サルムソン２９型発動機」
を製造した（『碑の建立と思い出』名古屋陸軍造兵廠記念碑建立委員会）。 
 熱田兵器製造所において、金属製飛行機の製作もすすめられる（１９２６年）。 
   「熱田兵器製造所ニ於テ「ドルニエ」式金属製飛行機ヲ製作スルコトトナリタリ、
本機ハ従来当製造所ニ於テ製作セルモノニ比シ其ノ寸度甚シク大ナルヲ以テ之レカ
組立作業ニ充当スヘキ工場ナク‥差当リ現存工場ニ模様替ヲ施シ本機ノ組立作業ニ
充当セムトス」(陸軍省『永存書類 乙輯第二類第二冊』大正１５年『愛知県史 資  
    料編３０ 工業２』２００８年)。 
陸軍造兵廠名古屋工廠本部・熱田製造所・千種製造所 
 
(絵はがき『陸軍造兵廠名古屋工廠』財団法人共栄会名古屋支部) [１９２３年に、陸軍造
兵廠名古屋工廠熱田兵器製造所・千種機器製造所となる]。 
 しかし、１９３８年、陸軍造兵廠名古屋工廠飛行機工場は立川に移転されたことで、同 
所は、兵器生産に特化することとなった（『愛知県史 資料編３０ 工業２』２００８年）。 
 ところが、１９４３年、「航空機緊急増産」のために、陸軍造兵廠においても航空機部品 
生産を分担するに至る。 
  「兵器行政本部協力ノ実績 昭和１８年、６、１４ 
   一 造兵廠並ニ其ノ管下工場ノ協力  航空機緊急増産ノ為陸軍行政本部ハ造兵廠
及其管下工場ノ余剰能力ノ全力ヲ以テ航空機並ニ同部品材料ノ生産ニ協力スル方針
決定セラルルヤ昭和１７年１２月ヨリ昭和１８年１月ニ亘リ之カ具現実行ニ発足シ
取敢ヘズ機体、発動機ノ部品ノ生産ヲ委託スルコトトシ…」（「兵器行政本部協力の
実績等」森川史料、国立公文書館アジア歴史資料センター所蔵）。 
 名古屋陸軍造兵廠（１９４０年に兵器廠・造兵廠が再編・統合され同名となる）も三菱 
重工業向けの取付金具やボルト、タンク締付牝螺子などを生産する。 
５、２、２、三菱重工業名古屋航空機製作所 
５、２、２、１、三菱の進出 
１９２０年、三菱内燃機製造が設立され、１９２１年、名古屋工場が完成し、三菱内 
燃機名古屋製作所となる。名古屋への進出については福沢桃介率いる名古屋電灯・木曾電
気製鉄用地の分譲による用地確保、名古屋電灯からする電力需要開拓という背景があった
（『愛知県史 資料編３０ 工業２』２００８年）。 
  
三菱内燃機名古屋製作所(１９２７年) 政府需要向け製品が主とある。 
 
（『ＣＩＴＹ ＯＦ ＮＡＧＯＹＡ ＡＮＤ ＩＴＳ ＥＮＶＩＲＯＮＳ』名古屋市役所、
１９２７年）。 
 
５、２、２、２、戦前における三菱重工業名古屋航空機製作所の全国的な位置 
戦前における三菱重工業名古屋航空機製作所の全国的な位置については、次の通りであ
った。 
  「当社は、大正１０年に工場を建設して以来、航空機の生産を続けて参りましたが、
終戦によりその生産を停止するまでに、概ね 
 航空機機体    １８，０００機 
 航空機用発動機  ５０，０００台 
の生産を致し、これらの大部分は旧陸海軍に納入されました。而して、第二次大戦末
期に於いて我社の生産量は、全国生産量の３０－４０％を占めていたのであります。 
大幸工場は終戦時迄は我国航空機用発動機総生産量の３０－４０％を生産していた工
場」であった(『航空機事業の現況 昭和２８年１１月１日』新三菱重工業株式会社名
古屋製作所、『新修 名古屋市史資料編 現代』２０１２年、に収録)。 
 同所の大江工場・大幸工場の生産については、次の通りであった。 
「大江工場 
  月産４００機に達し、我国航空機生産量の３５％を占める大工場となり、その内でも
〇式戦闘機、新司令部偵察機雷電(戦闘機)一式陸上攻撃機等は当時世界各国のものに比
し聊かもそん色のない優秀機であり、航空機と言えば三菱の大江と云われる時代であ
った。 
大幸工場 
  金星、瑞星、火星の各種航空発動機を月産２，３００台延約６万台生産し、当時の我
が国航空発動機総生産量の４４％強(台数にして)６０％(馬力にして)を占めていたが昭
和１９年１２月１３日以来数次の空襲により工場の９５％以は被害を受け、殆ど使用
不能となった。 
航空機機体     発動機 
従業員数(昭和１９年６月)  １２０，０００人  ８０，０００人 
生産台数(発足以来終戦迄)   １８，０００機  ６０，０００基 
最高月産台数(昭和１９年度)   ４００／月    ２３００／月 
我国生産台数に対する当社 
生産台数の比率         ３５％       ４４％ 
 」(『名古屋航空機製作所の概要 昭和３４年４月』新三菱重工業株式会社名古屋航空
機製作所、『新修 名古屋市史資料編 現代』２０１２年、に収録)。 
 
５、２、２、３、国産化と国際的な開発競争への参入―零式艦上戦闘機の開発へ 
当初は、外国人設計技師の採用と技術導入によって、陸海軍の競争入札に対応していた
が、１９３５年前後より、航空機国産化を推進する。 
 １９３５年前後の日本企業は、海外からの技術導入を継続する。海外メーカーとの各種
の特許契約による研究開発の推進であった。１９３４年１１月、三菱重工業はアメリカの
カーチス・エアプレーン・エンド・モーター社よりカーチスホ－７型戦闘機用引込脚の製
作権を獲得している。カーチス社は第一次、第二次大戦期には、ボーイング社とならぶ戦
闘機のトップ―メーカーであった。この後、１９３５年２月に三菱重工業は堀越二郎設計
の９６式艦上戦闘機の試験飛行を実施する。海軍初の制式単葉戦闘機であったが、引込脚
ではなく片持脚固定脚であった。三菱機の引込脚の採用は零式艦上戦闘機によって果たさ
れる。 
 零式艦上戦闘機の開発の前提として、海軍が航空機国産化を推進すべく航空機メーカー
を動員した試作計画の開始があった。最初の試作計画である「七試」（昭和七年度試作機）
は、１９３２年４月に「民間各社の代表者及び担当者を航空廠に招集し」「この試作計画の
重大な意味を」航空廠長が説明して開発計画がはじまる。三菱の堀越二郎は「その時まで
に、飛行機の機体の強度計算を相当勉強し、また欧米の航空機工場を視察して、色々な飛
行機を観察した経験はあったが、設計主務者の助手としての経験がなかった」が三菱の「主
任設計者」となり、「七試艦上戦闘機」の開発を担当する。海軍航空本部の技術部部員の佐
波次郎機関中佐の支援により「片持式の単葉戦闘機」という新型戦闘機開発に取り組むも、
翼の構造については「主として軽量と工作の容易という点から決定し」、以前に海軍が範と
していた「ロールバッハ飛行艇の桁構造」を改良した主翼構造で開発をすすめた。１９３
３年２月には、第一号機が完成し、１９３３年３月に各務原飛行場で三菱の社内試験飛行
が行われるが、墜落し失敗となる。いそぎ、第二号機を製作し、海軍に引き渡し、海軍航
空廠飛行実験部での飛行試験をおこない、第二号機を横須賀海軍航空隊に引き渡し、飛行
試験を行うも、墜落し失敗となる。三菱が担当した七試艦上戦闘機と同様に七試、八試の
民間企業担当の開発機は試作機どまりであり、制式化されたのは「９４式水上偵察機一機
種」であった。九試以降は制式採用に至る機種がほとんどとなってくる。三菱の設計主任
者堀越二郎の言によれば、八試試作の頃より「外国でも、低翼単葉、全金属の近代式構造
が一般化し」「飛行機の性能は躍進し始めていた」。それとの技術競争に際しては、９６式
艦上戦闘機の開発に示されるように軽量化のための枕頭鋲の採用や中島製の国産エンジン
の採用もあるが、サンプルとして輸入したアメリカのノースロップ艦上偵察機からの官民
挙げての技術吸収によっていたことが知られる（堀越二郎・奥宮正武『零戦 日本海軍航
空小史』日本出版協同株式会社、１９５３年）。 
 日本の艦上戦闘機や艦上爆撃機は、アメリカに比べて航続距離が長く、防弾タンクなど
の防御の装備が少なく、その分、機体の構造が軽量にできていたという特徴があった。そ
の典型が零式艦上戦闘機であった。その発端は、日中戦争が長期化の様相となり、抗日の
首都重慶への戦略爆撃を開始（１９３８年１２月）したことであり、漢口の基地から７８
０キロ西の重慶の市街地攻撃が、１９４１年まで無差別攻撃として行われる。従来の戦闘
機では爆撃機を援護できず、航続距離の長い戦闘機を求められた。零式艦上戦闘機は抜群
のスピードを誇り、２０ミリの大口径の機銃を装備し、航続距離２０００キロであった。 
 
零式艦上戦闘機は、開発機種十二試として１９４０年７月漢口に配置され、１９４０年
８月、重慶空襲に出撃、はじめて中支戦線に投入され、漢口その他華中、華北の基地から
四川省、雲南省、甘粛省等を含む、ほとんど中国全土の対地攻撃に投入され、１９４１年
８月、太平洋方面へ投入されるというように、その投入範囲の広域化は、その製造数とと
もに際立っていた(雑誌『丸』など参照)。 
 
５、２、２、４、海外技術情報の収集（１９３５年前後） 
 零式艦上戦闘機型の航空機開発は国際的な開発競争の焦点であり、技術開発の情報が入
り乱れていた。 
 
海外ジャーナルの収集のうち、引込脚に関する社内配布のもの。 
 
(『三菱重工業名古屋航空機製作所機体設計課・綴』（仮）、１９３５年頃)。 
 海軍収集の技術情報も航空機メーカー各社に伝えられた。 
 ドイツ・ハインケル社に駐在の山名技師情報(新帰朝海軍航空関係者の講話)。 
     
 
(『三菱重工業名古屋航空機製作所機体設計課・綴』（仮）、１９３５年頃)。 
「主翼ノ強度」を高めるため、「色々孔ヲ明ケル」とある。山名技師は「海軍ガ独国ハイン
ケル社ニ注文シタル急降下爆撃機ノ造修検査」のため同社に駐留した。 
日本海軍の設計思想については、その特徴が、零式艦上戦闘機に表れている。同機は「 
銃弾を受けるとすぐに火がついてばらばらに燃えてしまう。アルミニウム合金の部品には
すべて穴が開いている。それは、軽量化に対する努力工夫であり、穴をあけたことで強度
が弱まることはありません。穴をあけることで材質に強度を与えている場合もあります」
としている。この軽量さが零戦の「優れたスピードと上昇能力と航続距離」を可能にした
のであり、空気抵抗を減らすための枕頭鋲、重量を減らすための部材の各所に穴をあける、
そして住友金属の超々ジュラルミンの製造に成功したことで、強くて軽い金属製機体が開
発可能となった。しかし、防禦、防弾の装備が軽視されてしまった(石井寛治『資本主義日
本の歴史構造』東京大学出版会、２０１５年)。 
零式艦上戦闘機五二型・主翼骨格（主脚取付部） 
［五二型は１９４３年完成で零戦各型の中で生産数は最多（前掲『零戦』）］ 
 
 
零式艦上戦闘機五二型・操縦席背板 
 
(三菱重工業名古屋航空宇宙システム製作所小牧南工場史料室展示)。 
５、２、３、愛知時計電機 
５、２、３、１、愛知時計電機の航空機事業への進出 
愛知時計電機は、１８９３年の創立であり、１８９８年、愛知時計製造株式会社となり
「日露戦争当時より兵器の製作に指を染め時計と共に電機諸機械及精密品兵器を製造」し
ていた（『名古屋物産案内 第二版』１９２６年）。１９１２年、愛知時計電機株式会社と
改称する。同社は、第一次大戦後の不況下、軍需品製造から飛行機生産へと進出する。 
   「‥軍需品たる信管製造は旺盛を告げ、之が為不況に陥りし時計業を救済し、一面
機械工業を隆盛ならしむるに至れり」(名古屋商業会議所「欧州戦乱の名古屋市に及
ぼせる影響調査 第十回」１９１７年、『新修名古屋市史資料編 近代２』収録)。 
「‥大正９年‥先年来調査研究中ナリシ飛行機製作ヲ開始スルノ議成リ本社敷地狭 
隘ノタメ‥瑞穂工場ヲ一時飛行機製作仮工場トシ本年２月ヨリ之レカ改造増築ニ着 
手シ同時ニ技術養成ノタメ技師及職工ヲ横須賀海軍工廠ヘ派遣シ７月ニ至リ諸般ノ 
準備整ヒ茲ニ飛行機機体製作ニ着手シ１１月７日第一号機ヲ完成セリ‥」(愛知時計 
電機『創立二十五季記念誌』大正１２年、『愛知県史資料編３０ 工業２』収録)。 
第一次大戦後の１９２０年に同社時計部の輸出不振への対応として航空機製造に乗り出
し、横須賀海軍工廠に技術者と職工を派遣する。１９２２年、現在の船方の地に移転し飛
行機事業を拡大する。同社は海軍機専用の航空機メーカーであった。 
   「‥大正１１年‥九月十三日ヨリ瑞穂飛行機工場ヲ船方ニ移転シ十月ヨリ新工場ニ 
於テ作業ヲ始ムルト同時ニ本社時計部ヲ瑞穂分工場ニ移転セリ‥又築港四号地ニ於 
テハ土地ノ買収ト同時ニ飛行機格納庫及桟橋ノ設備ニ着手スル」(同上)。 
 飛行機工業の発達したことは名古屋の誇り、としている(『中部日本大観 昭和６年』)。 
 
５、２、３、２、愛知時計電機の経営は名古屋資本の総力 
１９２６年３月、青木鎌太郎が取締役社長に就任し、同時に、愛知時計電機の航空
機事業は、名古屋商工会議所の有力メンバーによって推進される。 
 
    「‥昭和２年５月末‥愛知時計電機  
       重役 
社長  青木鎌太郎  〔昭和１１年―昭和１５年、名古屋商工会議所会頭〕 
取締役 岡谷惣助   〔昭和８年―昭和１１年、名古屋商工会議所会頭〕 
取締役 富田重助 
取締役 伊藤次郎左衛門〔昭和２年―昭和８年、名古屋商工会議所会頭〕 
取締役 鈴木摠兵衛  〔大正２年―大正９年、名古屋商業会議所会頭〕 
取締役 増本敏三郎  〔明治４２年―大正８年、名古屋商業会議所書記長〕 
監査役 渡辺義郎 
監査役 神野金之助   
監査役 瀧 定助   〔大正１０年―昭和７年、名古屋商業会議所副会頭〕 
」(『東洋経済株式会社年鑑 第五回』１９２７年)。 
※名古屋商業会議所は、１９２８年に名古屋商工会議所となる。 
 
      愛知時計電機の役員および大株主の構成（１９４１年） 
重役           大株主        持株数(総株数、６０万) 
社長  青木鎌太郎       名古屋・鈴木摠一郎  ３０１１０ 
専務  増本敏三郎       同   青木鎌太郎  ２０５００ 
常務  小栗信一        同   愛知銀行   ２００００ 
同   神田純一        東京  帝国生命   １７０００ 
取締役 岡谷惣助        名古屋・五明得一郎  １６２００ 
取締役 鈴木摠一郎       同   岡谷保産合名 １５０００ 
取締役 伊藤次郎左衛門     同   和同会    １３２６５ 
取締役 福田徳太郎       同   松坂屋    １１８５０ 
取締役 米沢宏三        同   加藤勝太郎  １０１９０ 
取締役兼支配人 平野常樹    大阪  日本生命   １００００ 
監査役 渡辺義郎        名古屋・神野金之助   ８６４０   
監査役 神野金之助       名古屋・磯貝 浩    ８５８０ 
監査役 相馬半治      
(『東洋経済株式会社年鑑 第十九回 昭和十六年版』昭和１６年、名古屋株式取引所『調
査事報』第六巻第一〇号、１９４１年１０月)。 
※ 重役の主な肩書は、増本敏三郎〔愛知時計電機副社長〕、小栗信一〔愛知時計電機
常務取締役〕、神田純一〔東邦化学工業常務取締役〕、岡谷惣助〔岡谷商店社長〕、
鈴木摠一郎〔材摠木材社長〕、伊藤次郎左衛門〔松坂屋会長〕、福田徳太郎〔愛知
時計電機取締役工務部長〕、米沢宏三〔愛知時計電機取締役機体部長〕、平野常樹
〔愛知時計電機取締役〕、渡辺義郎〔東海銀行会長、≪愛知・名古屋・伊藤の３銀
行が合併し東海銀行となる（１９４１年）〕、神野金之助〔名古屋鉄道副社長〕、磯
貝浩〔愛知県農工銀行頭取〕(『産業乃日本 大名古屋案内 昭和１７年版』名古
屋経済研究所)。 
 
１９４３年、愛知時計電機も愛知航空機を分社化することで軍需工業、航空機産業の代表
的な企業として拡張を遂げる。資本系統は、鈴木摠一郎、青木鎌太郎、岡谷惣助、松坂屋
など名古屋の企業家、青木鎌太郎系統、あるいは、当該期に名古屋商工会議所会頭であっ
た青木鎌太郎を代表とする「愛知航空機 資本系列 中京財閥」（山崎広明「第一章 日本
戦争経済の崩壊とその特質」東京大学社会科学研究所編『ファシズム期の国家と社会 ２ 
戦時経済』東京大学出版会、１９７９年）と規定される。 
 
伊藤次郎左衛門が会長を務める松坂屋 
 
（『楽しい生活 愛知県工場写真画報 第一輯』愛知県職業協会、１９４１年、愛知東邦大
学図書館下出文庫）。 
戦時期の愛知・名古屋の経営者の所得ランク表から、愛知時計電機の経営者の位置が知
られる。 
 
最高高額所得者割当貯蓄協力状況調 
昭和十八年末現在 
職業    氏名      住所         所得金額 
社長    伊藤次郎左衛門 西区茶屋町三ノ三   ７５５，６５０円 
会社重役  豊田利三郎   東区白壁町二ノ五   ６７９，３２０ 
銀行頭取  岡谷惣助    中区蛭子町五〇    ４９７，２００ 
 工業   小林進一    熱田区本町桃ノ木四六 ４６５，２４０ 
社長    荒川長太郎   東区京町二ノ一四   ３７２，９７０ 
近藤洋二    西区伝馬町六ノ三   ３２６，９６０ 
会社重役  三輪常次郎   東区朝日町一ノ一〇  ３１８，２３０ 
会社員   鈴木惣一郎   西区木挽町五ノ一二  ２７９，１２０ 
社長    大隈栄一    東区富士塚町三ノ一〇 ２６６，４９０ 
鉄工業   笹井為蔵    熱田区本町桃ノ木三四 ２５５，４４０ 
材木商   服部小十郎   中区下堀川町六七   ２４６，５３０ 
        後藤幸三    昭和区汐見町     ２３３，４９０ 
小間物卸売 森本善七    中区鉄砲町三ノ九   ２３２，６２０ 
会社員   加藤勝太郎   中区南桑名町五ノ四  ２３１，９４０ 
株式取引業 青木留次郎   南区南伊勢町     ２２９，６３０ 
社長    中村興右衛門  東区萱屋町一ノ二五  ２１９，１８０ 
        平松愛之助   中区鉄砲町二ノ二八  ２１６，８９０ 
会社員   後藤英一    昭和区村田町三ノ三五 ２１５，８３０ 
社長    瀧晋太郎    西区東萬町三ノ三   ２１５，２６０ 
会社重役  下出義雄    中区南大津通二ノ一三 １９６，２８０ 
地主    関戸有松    西区堀詰町一ノ一０  １８４，２１０ 
荒物卸業  山崎十兵衛   西区伝馬町三ノ一七  １８３，６９０ 
（『昭和十九年 高額貯蓄組合ニ関スル綴』１９４４年、愛知県公文書館所蔵）。 
 
 
 
 
 
 
 
５、２、３、３、愛知時計電機・愛知航空機の製造実績 
愛知時計電機、愛知航空機の航空機生産の実績は次の通りである。 
 
航空機・航空発動機生産実績(試作機含まず) 
航空機 単位：機 
      昭和１６年まで １７年  １８年 １９年   ２０年 総生産数 
愛知時計電機２，１０３   ３４９   －   －      － ２，４５２ 
愛知航空機     －     －  ９４９ １，４９６ ５０２ ２，４５２ 
 計    ２，１０３   ３４９  ９４９ １，４９６ ５０２ ５，３９９ 
 
航空発動機 単位：台 
      昭和１６年まで １７年  １８年 １９年 ２０年 総生産数 
愛知時計電機１、６９４   １９８   －   －    － １，８９２ 
愛知航空機     －     －  ４６６ ７３３ ２７４ １，４７３ 
 計    １，６９４   １９８  ４６６ ７３３ ２７４ ３，３６５ 
 
主な機種別生産数は、九九式艦上爆撃機が、１，２９２機、艦上爆撃機「彗星」が、 
１，８１８機であり、製造期間別は次の通りである。 
               
九九式艦上爆撃機１１型 １９３９－１９４２年 ４７６機 
九九式艦上爆撃機２２型      １９４２－１９４４年 ８１６機  
彗星１２型艦上爆撃機       １９４２－１９４４年 ３２０機 
彗星３３型艦上爆撃機            １９４４－１９４５年 ５３６機 
彗星４３型艦上爆撃機                 １９４５年 ２９６機 
（「愛知航空機生産年史」防衛省防衛研究所図書館所蔵）。 
 
発動機の生産台数は、次の通り。 
「寿」二型空冷式星型９気筒     １，０８０基 
      「アツタ」３０型水冷式Ａ型１２気筒   ８７３ 
「アツタ」２０型水冷式Ａ型１２気筒   ８４３ 
愛知航空機の主要工場別・人員は次の通り。 
   機体   永徳工場 １６，２２５(昭和２０年２月) 
船方工場  ３，０００(昭和２０年２月) 
   発動機  熱田工場  ６，６８１(昭和２０年２月) 
（『愛知機械工業５０年史』１９９９年）。 
 
６、戦時期名古屋市の工業構成の変化 
６、１、名古屋の工業生産は、繊維工業から重化学工業中心へ 
戦時下の名古屋市の工業については、「中京工業地帯」の中心と言われる。 
「東海、東山、北陸を含めた所謂中部日本が軍需工業地帯として累年目覚ましい発展
を遂げて」「名古屋を中心にした中京工業地帯の伸び方は、恐らく我が国随一ではない
かと」。 
業種別でも、紡織工業から機械工業へと中心が交代する。 
「昭和１４年の名古屋市の工産額中、機械器工が全体の４２％で第１位を占め紡織工
業は１８％で第二位となって居る。昭和５年頃に比較すると…全く逆転して居ること
がわかる。しかも、中京の軍需工業の本格的な発展は、寧ろ其の後なのである」（『中
部日本の事業と会社 昭和１８年版 第６回』）。 
 
表現は変わるが、繊維工業から重化学工業への交代は、日中戦争の開始の１９３７年であ
った。 
              工業生産額の推移 
            繊維工業   重化学工業 其の他 
昭和７年  ５１．０％  １６．７％ ３２．３％ 
昭和１１年 ３９．２％  ２７．６％ ３３．２％ 
昭和１２年 ３０．７％  ３９．３％ ３０．０％ 
昭和１３年 １９．３％  ５６．１％ ２４．６％ 
昭和１５年 １５．６％  ５９．２％ ２５．２％ 
(『名古屋産業振興調査報告書』名古屋商工会議所ほか、１９５３年)。 
 
名古屋市工業は、戦時下、重化学工業への特化を加速させる。 
 
工業生産額の割合の推移 
          重化学工業   軽工業    其の他 
昭和１１年     ２７．７％  ７０．８％   １．５％ 
１５年     ４６．６％  ５３．４     － 
１８年     ８５．０％  １４．４％   ０．６％ 
２０年１－６月 ６４．１％  ３５．１％   ０．８％ 
(「資料 工業生産の推移」『名古屋商工』第３巻第１号、名古屋市経済局、１９４７
年１月１２日)。 
 
 
 
産業分類別にみれば、名古屋の工業生産は「機械器具工業」に特化する。 
 
名古屋市工業の推移・従業員数別(人) 
      １９３６年末  １９４０年末  １９４３年末 
総数       １４３，３０３ １９３，４５８ ３１４，６６３ 
金属工業       ７，３９７  １５，９８８  ３２，３３６ 
機械器具工業    ３８，４７７  ７０，３３５ ２３１，４４０ 
化学工業       ４，７３４   ９，２６５   ７，５３６ 
瓦斯及電気業       ２６２     ６４４     ７３４ 
窯業及土石業    １６，８２７  １２，１４８   ３，７３６ 
紡織工業      ４０，８８２  ４０，７３２  １５，５７３    
製材及木製品工業  １０，０６８  １５，０２０   ７，２９０ 
食料品工業      ６，１５０  １２，２２４   ５，６８９ 
印刷及製本業     ３，０３５   ４，１５３   １，７０８ 
其の他の工業    １５，４７１  １２，９４９   ８，６２１   
(「資料 工業生産の推移」『名古屋商工』第１号、名古屋市経済局、１９４７年１月
１２日)。 
 
名古屋市工業の推移・生産額別(単位、千円) 
      １９３６年末  １９４０年末  １９４３年末 
総数       ６０８，４６０ ９１６，４０２ ２，３０４，８７９ 
金属工業      ２０，０８６  ６２，１８８   ３１３，８７０ 
機械器具工業   １１５，３６３ ２３５，８４０ １，５３７、８１５ 
化学工業      ３２，７１７ １００，６０４   １０５、９２３ 
瓦斯及電気業     ９，１５６     －      １３，１７８ 
窯業及土石業    ４３，３６４  ４６，８３１    ２９，２５５ 
紡織工業     ２３８，４４５ １８９，６３０    ６１，３２３    
製材及木製品工業  ２９，４０３  ７７，２７４    ４８，６５７ 
食料品工業     ５５，８８４ １０１，０７２   １３６，０２６ 
印刷及製本業    １３，２６８  １５，２４４    １７，２０７ 
其の他の工業    ５０，７７４  ５７，７１９    ４１，６２４   
(資料「工業生産の推移」『名古屋商工』第１号、名古屋市経済局、１９４７年１月１
２日)。 
 
 
 
６、２、名古屋の工業の航空機工業への特化 
戦時下の名古屋市工業において構成比を高める機械器具工業の中心は航空機産業であっ
た。「名古屋市は戦時中航空機の生産に於いて全国の六割を占めていた」のであり、「名古
屋市の工業は戦争中、市の産業９０％までが航空機や其の他の軍需品を作る工場であり、
航空機や自動車の部品を作る所謂機械工業が全工場数の六割を占めていたのであって、一
口に言えば戦争による航空機の生産を始めた為に急速に発達したに過ぎないのである。」
(「名古屋市の下請工業の復活と原材料、部品工業の振興を図れ」『名古屋商工』第５巻第２・
３合併号、１９４９年３月２０日）。 
名古屋市工業における航空機産業の隔絶性は名古屋市主要会社工場別職工数ランク表
（１９３９年）から知られる。 
名古屋市主要会社工場別職工数ランク（１９３９年） 
工場会社名           住所       職工数（人） 
愛知時計電機          熱田区船方町   １４、０６３ 
三菱重工業・名古屋発動機製作所 東区大幸町    １３、０００ 
陸軍造兵廠名古屋工廠熱田兵器製造所        １２，６９９ 
三菱重工業・名古屋航空機製作所 港区大江町     ９、２００ 
三菱電機・名古屋製作所     東区矢田町     ３、０４１ 
大同製鋼            港区龍宮町     ２、７８７ 
服部商店            昭和区熱田東町   ２、３７２ 
日本陶器            西区則武新町    ２、３２７ 
大同製鋼            南区星崎町     ２、０９８ 
日清紡績            南区豊田町     １、９７５ 
岡本工業            南区星崎町     １、８６３ 
近藤紡績所           南区呼続町     １、７８８ 
庄内川レーヨン         西区堀越町     １、６５４ 
大同製鋼・熱田工場       熱田区花表町    １、６２１ 
豊田紡織・南工場        中村区米野町    １、４７１ 
日本碍子            昭和区堀田通り   １、４４０  
大東紡績・名古屋工場      東区織部町     １、４２４ 
豊田紡織・本社工場       西区米田町     １、３４９ 
日東紡績            中川区八熊町    １、３４０ 
帝国撚糸織物          西区上名古屋町   １、３２３ 
神戸製鋼所           西区光音寺     １、３００ 
大隈鉄工所萩野工場       西区辻町      １、１０５ 
東洋紡績・大曽根工場      東区上飯田     １、０９１ 
金城鑿岩機製造         南区豊田町       ９８７ 
日本毛織・名古屋人絹工場    中川区岩塚町      ８８３ 
日本特殊陶業          昭和区堀田通り     ８３６ 
服部商店桜田工場        熱田区桜田町      ７１６ 
明治時計製造合資会社      南区明治町       ７０２ 
合資会社平野製作所中川工場   港区玉船町       ６５４ 
名古屋螺子製作所        南区呼続町       ６４９ 
藤田製作所           昭和区二野町１ノ１８  ６１２ 
愛知時計電機          昭和区堀田通り     ５９０ 
豊田押切紡織          西区葭原町       ５３７ 
東洋紡績・尾張工場       熱田区尾頭町      ５３１ 
豊国機械工業          南区笠寺町       ５０５ 
（『昭和１４年３月起 労務者住宅共同宿舎建設関係書類綴』、名古屋市市政資料館所蔵、
名古屋陸軍造兵廠記念碑建立委員会『碑の建立と思い出』１９８０年）。 
 
 名古屋市の工業生産の拡大期であった１９４３年の機体・発動機メーカーの工場と製造
品の陸海軍別は、以下のようであった。 
愛知・名古屋の航空機関係企業工場 
愛知県航空機関係工場・機体発動機組立工場一覧（１９４３年１０月・１２月、現在） 
会社（工場）名             所在地           陸海軍関係別 
三菱重工業・名古屋航空機製作所     港区大江町７           陸、海 
三菱重工業・名古屋航空機製作所道徳工場 南区豊田町道徳          陸 
三菱重工業・名古屋航空機製作所瑞穂工場 昭和区瑞穂町五反田        陸 
三菱重工業・名古屋発動機製作所     東区大幸町沖中９９８       陸、海     
三菱重工業・名古屋発動機製作所枇杷島工場西春日井郡西枇杷島町       陸 
三菱重工業・名古屋発動機製作所大曽根工場東区上飯田            陸  
三菱重工業・名古屋金属工業所      東区大幸町沖中９９８       陸、海     
愛知時計電機              熱田区千年字船方１５         海     
愛知時計電機・瑞穂工場         昭和区堀田通３丁目３         海 
愛知航空機・永徳工場          港区稲永新田イ４８          海      
愛知航空機・熱田発動機製作所      熱田区熱田新田         記載なし   
愛知航空機・船方工場          熱田区千年字船方        記載なし 
中島飛行機・半田製作所         半田市大字乙川字五丁浜        海 
出所：「昭和１８年１０月２３日 官房長 農政課長殿 航空工業関係事務優先取扱ニ関
スル件依命通牒」「昭和１８年１２月１５日 官房長 農政課長殿 航空工業関係
事務優先取扱ニ関スル件通牒」『臨時農地等管理令 経済部農務課 自昭和１６年
至昭和２０年』愛知県公文書館所蔵。 
７、労働力の動員―中部圏の発端― 
７、１、労務要員動員 
 戦時下、激増する軍需工業・航空機産業の「労務要員」は、「中部七県」から募集され 
た。 
名古屋対中部諸県トノ交通連絡ノ改善ニ関シ陳情ノ件 
〔名古屋商工会議所、昭和１５年１月８日〕 
「事変下軍需工業ニ於ケル労務要員動員募集ノ困難ナルニ鑑ミ厚生省ニ於テハ其 
ノ募集地域ニ就キ割当制ヲ実施セラレ当地軍需工場ハ愛知、岐阜、三重、静岡、 
山梨、長野、新潟ノ中部七県ヲ…〔募集地域とした〕」。 
中部各県下より名古屋の時局産業目指して来名せる労務者数 
 
(名古屋国民職業指導所・労働動員展覧会協賛会『労務動員展覧会概要』１９４１年、愛 
知東邦大学図書館下出文庫)。 
７、２、工場増産と住宅事情―名古屋市人口、１３０万人台へ― 
 １９３９年３月に厚生省の次官を派遣して開催された愛知県の「住宅対策懇談会」の 
記録には、男子職工増により、三菱航空機は３００人収容の寄宿舎建設、挙母町の豊田 
工場新設のため極端な住宅難が生じたことなどが記されている。 
 
(『昭和１４年３月起 労務者住宅・共同宿舎建設関係書類綴』名古屋市市政資料館所蔵)。 
名古屋市の職工数・人口の推移 
年    職工数                    人口（人） 
総数      男       女  
１９３７ １４３，８８７ １５１，５７７ ４２，３１０ １，１８６，９００ 
１９３８ １７４，９７０ １３１，９３２ ４３，０３８ １，２２４，１００ 
１９３９ ２１８，４３３ １６７，７５７ ５０，６７６ １，２４９，１００ 
１９４０ １６９，５０９ １２１，４３５ ４８，０７４ １，３２８，０８４ 
１９４１ １６５，４４８ １１７，００５ ４８，４４３ １，３７９，７３８ 
１９４２ ２８０，９６１ ２２９，７４６ ５１，２５５ １，３５３，３４１ 
１９４３ ３１４，６６３ ２６１，６８５ ５２，９７８ １，３６５，２０９ 
１９４４ １２９，４７８  ８５，９５８ ４３，５２０ １，３３４，１００ 
１９４５  ４１，１７３  ３２，０９５  ９，０７８   ５９７，９４１ 
（『昭和２８年版 数字が語る名古屋』名古屋市総務局統計課）。 
７、３、１、労働者の生活―繊維工業―  
愛知県下工場における「勤労戦士の生活振り」、「本県産業戦士の工場生活」、「本県産業
区域の生産生活二十四時間」は次のようであった。 
             東洋紡績・大曽根工場 
 
 
興亜紡績 
 
（『楽しい生活 愛知県工場写真画報 第一輯』愛知県職業協会、１９４１年、愛知東邦大
学図書館下出文庫）。 
 
７、３、２、労働者の生活―航空機工業― 
 三菱重工業・名古屋発動機製作所は、東区大幸町に位置し、生産のピークの１９４ 
４年には、６１、７６１人が働いていた（『陸軍軍需工業年鑑 昭和１８年版』１９４ 
４年２月）。そこでの労働者の工場生活は次のようであった。 
 
三菱重工業・名古屋発動機製作所、金属工業所 
 
 
（『勤労と錬成 昭和十七年版』名古屋北国民職業指導所、１９４２年、名古屋市市政資料
館所蔵）。 
 
７、４、航空機増産と愛知県・名古屋市 
 名古屋における航空機生産の拡大は、愛知県と名古屋市に住宅供給と交通網の整備をせ
まるものであったが、その生産のピークをなす１９４４年には、愛知県・名古屋市が航空
機生産の拠点として「帝国枢要の地」となるに至り、「聖旨奉答航空機増産県民総決起運動」
を展開する。名古屋市においても「市内ノ大工場以外ノ協力工場（工員１００人以下ノ工
場）ニ対シ朝礼或ハ昼ノ休憩時ヲ利用シテ激励感謝ノ挨拶ヲ一人１０分程度述ベルコトニ
ナリ、一応４０名ノ方ヲ指名シ（氏名ヲ呼上グ）大体各工場ヘ県議、翼賛会協議員、市議
ノ内二名宛組ンデ出掛テ頂キ、五月五、六日頃カラ開始スル予定デアル旨諒解ヲ求ム」こ
とを市会で確認する。工員の激励であった。要は「県民生活全般ヲ挙ゲテ航空機生産増強
ニ集約シ物心両面ヨリ之ニ協力」せんとするものであった。「女子動員」と「出勤率向上」
がその狙いとするところであった。「欠勤者ニ対シテハ監督委員又ハ隣組長等ヲシテ家庭を
訪問激励」し、「長期欠勤者又ハ出勤常ナラザル者ハアルトキハ名古屋市ニ在リテハ之ヲ工
場ヨリ区ニ通報」するなど、徹底的なものであった（『自昭和７年 市会協議会日誌』名古
屋市市政資料館所蔵）。 
聖旨聖旨奉答航空機増産県民総決起運動名古屋市実施要綱[部分] 
（１９４４年５月１日より実施） 
 
(『自昭和７年 市会協議会日誌』名古屋市市政資料館所蔵)。 
                                    （以上）                   
